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概 要
本プロジェクト研究論文の目的は、段ボール産業に従事する企業の成長戦略を提言することで
ある。日本の段ボール産業の市場規模は約 1 兆 5 千億円といわれており、2013 年度の生産数量
は 134 億 6 千万㎡である。日本の段ボール産業は 1990 年代前半までは日本の経済の伸びと歩調
を合わせて成長してきたが、2000 年以降の生産数量は 130 億から 140 億㎡の間で停滞してきた。
需要構造から特定の産業の好不況の影響を受けにくい段ボール需要であるが、長期的には主に人
口の減少によって縮小していくというのが大方の見方である。論文では段ボールの需要に影響を
及ぼす要素として将来の人口と食品産業の動向から、20 年後の段ボール需要は、最尤シナリオ
では 123 億 2 千万㎡になると推定した。
論文では市場が縮小していくなかで段ボール産業に従事する企業が選択できる成長戦略の方
向性として、業界内 M&A、海外展開、関連事業展開、用途開発の 4 つを提示している。業界内
M&A は市場の縮小で競争環境が激化することで業界再編が加速していくと考えられる。海外展
開は他の産業に比べて経営のグローバル化が遅れていることが課題である。包装材関連事業への
多角化は、段ボールと同様に市場の縮小が見込まれるが、段ボールとのシナジー効果により事業
の基盤を強化することが期待できる。用途開発は廃棄の容易さや素材感といった特性からまだ開
発の余地はあり他の業界の企業との協働が有効である。
国内の段ボール産業の事業者は事業形態から製紙一貫メーカーと独立系専業メーカー、ボック
スメーカーの三つに分類できる。製紙一貫メーカーは原料の紙から最終製品の段ボールケースま
で生産しており、事業規模は大きい。独立系専業メーカーは紙を製紙メーカーから調達し段ボー
ルケースを生産しており、事業規模は中規模である。ボックスメーカーは製紙一貫メーカーや独
立系専業メーカーから段ボールのシートを調達し段ボールケースを生産しており、事業規模は小
さい。
論文では段ボール産業における事業形態別に次のような成長戦略を提言している。製紙一貫メ
ーカーは大規模で安定した経営基盤をもっていることが強みである。国内の業界再編では軸にな
るが、国内需要が縮小していく局面では海外展開に成長機会を求めるべきである。独立系専業メ
ーカーはコスト面では製紙一貫メーカーに劣り、サービス面ではボックスメーカーの密着型のサ
ービスに劣るため、需要が縮小していく局面では厳しい事業環境になることが予想される。業界
内 M&A や関連事業展開による国内の事業基盤強化を優先的に行い、余力のなかで海外展開を模
索する。そのためにはより緻密な戦略を立てて事業を運営することが重要である。ボックスメー
カーは特定の顧客に依存する事業基盤であるためにリスクが高い。成功すれば既存の包装資材市
場での競争を回避することができる用途開発を進めるべきである。経営規模が小さく素早い意思
決定ができることも用途開発に適している。これまでは市場の成長に支えられてきた面がつよい
段ボール産業であるが、これからは国内需要の減少という大きな環境の変化を迎えることになる。
この大きな変化を乗り越えて成長していくためには環境の変化に敏感になり、より戦略的に事業
を運営することが重要である。
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1第1章 研究の目的と背景
本プロジェクト研究論文の目的は、段ボール産業に従事する企業の成長戦略を
提言することである。長期的には衰退していくといわれている国内段ボール産業
について、公開されている統計資料や官公庁の調査データなどをもとに将来需要
を予測し、現状からどの程度の減少が見込まれるのかを明らかにする。つぎに将
来需要の予測および産業、製品の特性の分析を踏まえたうえで、成長戦略に関す
る先行理論を応用し、複数の戦略の可能性と課題を論じたあと、最後に筆者が考
える段ボール産業に従事する企業がとるべき成長戦略を結論として提示する。第 1
章では本研究の目的と背景を記述し、それらの目的に対して結論の概要を示すと
ともに、論文の構成を説明する。
第1.1節 背景と動機
現在、日本の段ボール産業の市場規模は約 1 兆 5 千億円といわれており、経済
産業省生産動態統計調査 1 による 2013 年度の生産数量は 134 億 6 千万㎡である。
日本の段ボール産業は、1990 年代前半までは日本の経済の伸びと歩調を合わせて、
ほぼ右肩あがりに成長してきたが、1990 年代後半からは伸びが鈍化し、2000 年以
降の生産数量は 130 億から 140 億㎡の間で停滞してきた。段ボールは加工食品向
けや青果物向けの食料品を主体に、電気・機械、住宅設備、ガラス・陶磁器、日
用品、通信販売、引越など、多種多様な業界において広く産業資材として使用さ
れている。特に人々の生活になくてはならない食料品を主な需要先としているこ
とと、需要が多岐にわたっていることで特定の産業の要因による影響を受けにく
い安定した産業であるといわれている。最近では通信販売の成長による増加要因
もあり比較的底堅い国内の段ボール需要であるが、長期的には縮小していくと考
えられている。縮小する最も大きい要因は人口の減少である。人口の減少により
食料品の消費量も減少し、段ボールの需要も縮小するという構図である。段ボー
ルの需要はどの程度減少するのであろうか。減少していくであろうという点で大
方の見方は一致しているが、この点に関する具体的な予測はなされていない。
段ボール産業の事業者は、事業の形態から製紙一貫メーカーと独立系専業メー
カーとボックスメーカーの 3 つに分類できる。事業規模では、製紙一貫メーカー
が最も大きく、次いで独立系専業メーカー、ボックスメーカーの順に小規模にな
る。製紙一貫メーカーは、段ボールの原材料である紙から最終製品である段ボー
ルケースまで生産しており、生産した紙や中間製品である段ボールシートは独立
系専業メーカーやボックスメーカーにも販売している。独立系専業メーカーは段
ボールケースの材料となる段ボールシートを製造するコルゲートマシンという大
型設備を有し、製紙一貫メーカーを含む製紙会社から紙を購入し最終製品の段ボ
ールケースまで生産している。ボックスメーカーは製紙一貫メーカーや独立系専
業メーカーから段ボールシートを購入し段ボールケースを生産している。3 者は原
料や中間製品、最終製品の売り手と買い手として密接に関係しており、メーカー
間のアライアンスをどのようにしていくかということは、企業の戦略上で非常に
2重要な意思決定事項である。
基本的に段ボールは製品自体での差別化が困難である。大規模な製紙一貫メー
カーでも小規模なボックスメーカーであっても、かかるコストは異なるが、基本
的に同じ製品を生産することが可能である。製品自体での差別化が困難であるこ
とから、製紙一貫メーカーは、飲料メーカーなどの大口需要家を対象顧客として
会社の規模を活かした価格競争力と安定供給能力で競争優位を実現している。一
方、小規模なボックスメーカーは地場の特定顧客に密着した小回りの利くサービ
スによる差別化を図っている。事業規模の面で中間に位置する独立系専業メーカ
ーは、価格競争力では製紙一貫メーカーに及ばず、ボックスメーカーのような密
着サービスを行うには規模が大きすぎるという中途半端な状況にある。需要が減
少していく局面において、独立系専業メーカーは他の 2 者に比べて、特に厳しい
事業環境に直面していくと考えられる。
筆者は段ボール業界で独立系専業メーカーのダイナパック株式会社に約 20 年
間勤務し、現在は営業企画部門で販売戦略の立案に携わっているが、事業及び製
品の特性から、長期的な需要予測とそれにもとづく戦略的な事業の展開の必要性
を感じている。本論文では筆者のこれまでの経験と知識を総括し、段ボール産業
の成長戦略に関する提言を行う。
第1.2節 研究の目的と結論の要約
論文の目的は次の 3 点である。
1. 段ボール産業の戦略を検討するうえでの重要な要素である国内段ボールの
長期的な需要がどうなるかを明らかにする。段ボールの需要に大きな影響を
及ぼす国内の人口や食品産業の動向に関する関連資料の分析から、将来どの
程度にまで減少するかについて具体的な数値を示す。
2. 産業、業界、製品の特性を考慮し、需要が縮小すると予想される局面におい
て、段ボール産業に従事する企業が選択しうる成長戦略を洗い出して分析を
行う。成長戦略は市場、事業展開エリア、事業ドメインを軸に複数の方向性
を提示し各々に対して検討を加える。
3. 分析によって抽出された問題点や課題を踏まえ、筆者が考える成長戦略を提
言する。成長戦略の提言にあたっては、製紙一貫メーカー、独立系専業メー
カー、ボックスメーカーの 3 つの事業形態に適した成長の方向性を示し、本
プロジェクト研究論文の結論とする。
論文では、以下のような結論を導いている。ここでは結論の概略を示し、詳細
は第 5 章にまとめる。
1. 将来的な国内の段ボール需要として最尤シナリオでは 123 億 2 千万㎡、楽観
シナリオでは 132 億 6 千万㎡、悲観シナリオでは 114 億 5 千万㎡に変化する
と予測する。変化する要因として、国内の総人口の推移と食品産業の動向を
分析した。最尤シナリオでは段ボール需要は現状から約 8％の減少を予測し
3ている。
2. 国内需要の増加が見込めない事業環境下において、企業が選択しうる成長戦
略として、業界内 M&A、海外展開、包装材関連事業展開、用途開発の 4 つの
方向性を提示し、各々の可能性と課題を論じる。
a) 業界内 M&A について、国内需要の減少によって供給能力が過剰になるこ
とが見込まれる環境において、大規模な製紙一貫メーカーが軸になり売
上が減少し経営が苦しくなった下位企業を吸収していくと考えられる。
国内事業は他の戦略を選択するうえでの、基礎になる部分であり、M&A
による国内事業基盤の強化は非常に重要である。
b) 海外展開は、従来の需要家の海外進出に追随する受動的な姿勢の進出か
ら自ら成長するための市場を求めて能動的に海外事業を展開するメー
カーが増えてきているが、他の産業に比べて経営のグローバル化が遅れ
ている。
c) 包装材関連事業への多角化は、段ボールと同様に市場の縮小が見込まれ
るが、段ボールとのシナジー効果が期待でき、段ボール事業の基盤を強
化することができる。
d) 用途開発は、他の業界の企業との協働が有効である。易廃棄性や素材感
といった段ボールの特性を活かせる用途であれば用途開発の余地は大
きい。新しい用途では、一般の包装資材より高い利益率が期待できるが、
市場規模が小さいことから、一定規模以上のメーカーにとっての魅力は
少ない。
3. 需要の予測や戦略の検討の結果から導いた筆者の提言は以下の 4 点である。
a) 需要が減少していく局面では、生産能力が過剰になることにより価格競
争が激化し、産業全体の収益が悪化し、業界再編や淘汰が活発になる。
グローバルを志向する規模型と特定市場や顧客に限定した特化型企業
の二極化の傾向が強まる。
b) 製紙一貫メーカーは規模型を追求し、国内では M&A による事業の拡大、
海外では成長市場を求めてグローバル化を推進する。段ボール産業は、
他の産業に比べグローバル化が遅れており、経営のグローバル化を早期
に進めることが課題である。
c) 独立系専業メーカーは、現状のままでは生き残りは困難であり、いずれ
規模型か特化型か二者択一の選択を迫られる段階に直面する。その時に
備えて自社はどのような選択をするべきかを多面的に想定し準備を進
めておくことが必要である。
d) 小規模ボックスメーカーは、新しい用途の開発や特定の顧客へのサービ
ス強化により大手との違いを鮮明にして差別化を進めるべきである。収
益の柱が特定の市場に偏るリスクがあるので、絶えず新しいことに挑戦
していかなくてはならない。
4第1.3節 論文の構成
日本の段ボール産業について、生産数量ベースで過去からの推移をみると、1970
年の 48 億㎡から、途中に 2 度のオイルショックによる一時的な前年割れもあるが、
概ね右肩上がりに増えており、2000 年には 130 億㎡を超え、2007 年には過去最高
の 140 億㎡を記録している。しかしながらその後、リーマンショックの影響によ
り 2009 年には 126 億㎡まで減少、直近の 2013 年には、景気の持ち直しでようや
く 2000 年の水準にまで復元し、業界団体である全国段ボール工業組合連合会の
2014 年度の需要予測では、前年比 1％程度の伸びを予測している。生産数量ベー
スでは比較的堅調な推移をしてきたといえる段ボール産業であるが 2000 年以降の
需要は 135 億㎡前後で停滞しており、さらに将来的には、主に人口の減少によっ
て国内の需要は衰退していくであろうというのが大方の見方である。
第 2 章では、公開されている統計資料や官公庁の調査データから、主に GDP 及
び人口統計や食料品関連等の段ボール需要との関連性が高いと考えられる資料を
用いて将来的な需要を予測する。本プロジェクト研究論文における将来的とは、
具体的には今後 20 年程度の期間を想定して議論を進める。20 年というのは、筆者
がこれからこの業界に従事すると思われる期間である。20 年という長期間の予測
であるので、不確実性を考慮し、楽観シナリオと最尤シナリオ、悲観シナリオの 3
つに分けて将来需要を予測する。
段ボール産業の事業者は、大きく製紙から最終製品まで生産する製紙一貫メー
カーと、原材料を外部調達し最終製品まで生産する独立系一貫メーカーと、途中
製品を外部調達し最終製品までを生産するボックスメーカーの 3 つに分類される。
代表的な製紙一貫メーカーとして、レンゴーと王子の 2 社があり、この 2 社で市
場シェアの約 50％を占めている状況である。製紙一貫メーカーは、規模の経済性
のメリットと製紙事業と段ボール事業のシナジーを追求しており、下位の独立系
専業メーカーやボックスメーカーを、自社グループ内に取り込んで大規模化が進
んでいる。
独立系専業メーカーは、製紙とは資本関係を持たず、独立して事業を営んでお
り、事業規模は中規模である。かつては、原料調達面において、調達先の制約を
受けないことで、調達先との交渉の幅が広がり、優位性に繋がっていた。しかし
ながら、2000 年以降、インターネットの普及による紙需要減少や輸入紙への対抗
から収益改善を目的とする製紙メーカーの大型再編が進み、相対的に購買力が低
下している。さらに飲料メーカーなど大手需要家が製紙メーカーと段ボール原紙
の価格を取り決めて、段ボールメーカーに支給するというスキームが拡大してお
り、ますます独立系専業メーカーの強みが失われてきている。
ボックスメーカーは、製紙一貫メーカーや独立系専業メーカーから、途中製品
である段ボールシートを購入し、最終製品の段ボールケースを生産している。事
業者数としては最多でファミリービジネスの企業が多く、製紙一貫メーカーや独
立系専業メーカーと比較し小規模である。ボックスメーカーは地元密着型で特定
の顧客へのサービスに特化することで商圏を確保しているが、顧客のコスト志向
の強まりと製紙一貫メーカーや独立系専業メーカーとの競争激化によって、商圏
5は常に脅かされている。またファミリービジネスの企業であるがゆえに、後継者
の確保が課題となってきている側面もある。
第 3 章では、企業の成長戦略に関する先行研究や理論をもとに、段ボール産業
や事業者の特性を踏まえて、段ボール産業に従事する事業者が選択しうる成長戦
略を検討する。企業の成長戦略に関しては、1965 年にアンゾフが「戦略経営論」
において、市場と製品の 2 軸で、それぞれ既存と新規に分けた成長マトリックス
を提唱し、市場浸透、新市場開拓、新製品開発、多角化の 4 つの方向性を示して
いる。本プロジェクト研究論文では、アンゾフの成長マトリックスをもとに、業
界内 M&A、海外展開、関連事業展開、用途開発の 4 つを成長の方向性として提示し、
各々に対して上場企業の公開情報や事例を用いて分析を行い、課題を抽出し、そ
の有効性を検証していく。
第 4 章では結論として、筆者が考える段ボール産業の成長戦略を提言する。前
章で掲げた 4 つの成長の方向性は、どれかを選択すればどれかが選択できないと
いう排反的な関係ではないが、事業の規模や形態により、優先するべき戦略は異
なる。需要の将来予測から事業環境を想定し、製紙一貫メーカー、独立系専業メ
ーカー、ボックスメーカーのそれぞれがどのような戦略をとるべきかについて述
べる。
第1.4節 まとめ
日本国内における段ボールの需要は長期的には減少していく。需要の減少は、
段ボール産業に従事する事業者にとって厳しい経営環境になることを意味するが、
需要の減少に対して産業やそれに従事する事業者では、打開策がないのが現状で
ある。何も手を打たないでいれば、段ボールという産業は無くならないまでも、
企業によっては存続すら危うくなってしまう。段ボール産業は、成長があまり見
込めない成熟産業ではあるが、まだ足元は堅調に推移しているといえる。今のう
ちから将来を見据えて準備を進めていけば、何らかの成長の手立てを見つけるこ
とは可能である。その為には、長期的な視野に立って戦略を構築して、推進して
いくことが重要である。
6第2章 国内の段ボール需要の長期的展望
将来、段ボール産業は大変厳しい事業環境になることが見込まれる。国内の段ボ
ール生産数量は 1990 年代に安定期に入ってから、2014 年現在まで年間 135 億㎡前
後でほぼ横ばいに推移している。しかしながら、長期での需要動向は、人口減少
と、それによる食品を中心とした消費の減少によって、衰退していくことが考え
られる。第 2 章では段ボールの生産数量と GDP の関連性、人口と食品産業の面か
ら、長期的に段ボールの需要がどの程度減少するかを考察する。
第2.1節 段ボール需要と GDP との関連性
紙は文化のバロメーターといわれる。主に書籍など紙媒体のメディア関連での紙
の使用量が戦後の復興とともに伸びてきたことを背景に語られることが多いが、
紙の使用量は産業活動とも密接に関連しており、段ボール産業も経済成長ととも
に生産数量を伸ばしてきた。1850 年代に欧米で始まった段ボール産業は、日本で
は 1909 年に段ボール業界最大手のレンゴーの創業者である井上貞二郎が国内初の
段ボール製造機械をつくり、事業を開始した。当初は木箱からの転換を軸に生産
量を伸ばし、第 2 次世界大戦後には経済成長による消費生活の向上により急激に
発展し、1980 年代まで順調に成長してきた。1990 年代以降はバブル経済の崩壊や
製造業の海外移転とアジア諸国からの安価な輸入品の増加によって、成長は鈍化
し安定期に入った。
段ボールの生産量と GDP は関連性が高い。図 2-1 は、1994 年から 2013 年までの
20 年間の実質 GDP と段ボール生産量の推移を示したグラフである。グラフから実
質 GDP と段ボール生産数量の推移は、似たような動きをしていることを読み取る
ことができる。実質 GDP、段ボール生産数量ともに 1990 年代前半のバブル崩壊に
よる落ち込みから歩調を合わせて成長をしており、1997 年のアジア通貨危機、2008
年のリーマンショック、2011 年の東日本大震災などの景気後退場面においても、
段ボール生産数量は、実質 GDP と同じ様に下降をしている。この期間全体におけ
る実質 GDP と段ボール生産数量の相関係数を算出したところ、相関係数は 0.53 と
かなり高い相関を数字のうえでも観察することができる。
段ボールの生産量と GDP との関連性が高い要因として、段ボールの輸送効率が低
いという製品の特性と、需要部門の構成の二つがある。輸送効率が低いという段
ボールの特性から、国内で生産された分は、ほぼ全て国内で使用されているため、
国内の物流動向を反映している。需要部門の面からは、生活必需品の食料品向け
が 50％以上を占めており、国内の消費動向が反映されていることと、食料品以外
に多くの産業で使用されており、特定分野の景気動向で左右されにくい。
一般的に段ボールの商圏は 100km といわれているが、これは段ボールの製品特性
上、輸送効率が低いことに起因している。JIS 規格において段ボールは長さ 30cm
あたりのフルートと呼ばれる波形部分の数や高さによって段の種類が定められて
いる。表 2-1 は JIS 規格で定められている段ボールの種類を示している。例えば
日本で最も流通している A フルートは 30cm あたりの波形部分の数は 34±2 で、厚
7さは約 5 ミリである。段ボールはこの波型に成形した紙に、表と裏の紙を貼り合
わせることで、軽量でありながら強度を持たせることが可能になっているが、反
面、体積がかさばるために輸送の効率が低く、配送の距離が長くなると輸送コス
トが高くなり、価格競争力が落ちてしまうので、長距離の輸送には向いていない。
このように段ボールの輸送効率が悪いという製品特性上、段ボールが製品単体で
輸出入されることはほとんどなく、国内で生産された段ボールはほぼ全量が国内
で使用されている。
図 2-2 は、経済産業省生産動態統計調査 1 による段ボール需要部門別消費動向か
らデータを引用して作成したグラフである。2013 年 1 月から 12 月までの 1 年間で
段ボールが使用された分野と比率を示している。需要部門別の比率は、加工食品
（飲料含む）が 41.2％、青果物が 11.6％、その他食料品が 4.4％となっており、3
つをあわせた食料品全体では 57.2％と段ボール需要の半分以上を占めている。
人々の生活になくてはならない食料品向けが過半数を占めているという点で、段
ボール需要には国民の消費動向が直接的に反映されているといえる。食料品以外
の需要部門では、電気器具・機械器具用が 7.8％、薬品・洗剤・化粧品用が 6.0％、
陶磁器・ガラス製品・雑貨用が 5.6％、通販・宅配・引越用が 4.0％、繊維製品用
が 2.2％、その他の製箱用が 16.3％、包装用以外が 0.9％となっており、需要部門
が産業分野において多岐にわたっていることで、特定分野の好不況の波を受けに
くい需要構造になっている。
表 2-1 段ボールの種類
種類
フルートの
数（30㎝あ
たり）
フルートの
高さ(㎜）
Aフルート 34±2 4.5～4.8
Bフルート 50±2 2.5～2.8
Cフルート 40±2 3.5～3.8
（引用先 「JIS Z 1516」よりデータ引用）
8図 2-1 実質 GDP と段ボール生産量の推移
(引用先 「内閣府国民経済計算」 2 と「経済産業省生産動態統計調査」 1 よりデ
ータ引用)
図 2-2 2013 年度段ボール需要部門別消費動向
(引用先 「経済産業省生産動態統計調査」 1 よりデータ引用)
第2.2節 国内人口の減少
最近、新聞記事やテレビの報道番組で、日本の人口問題や社会の少子高齢化が、
深刻な問題として取り上げられることが多い。厚生労働省の施設等期間である国
9立社会保障・人口問題研究所の人口統計資料集 3 の 2014 年版では、1872 年から 2012
年までの日本の人口推移が発表されている。図 2-4 は、1872 年から 2012 年までの
日本の人口推移を示した図である。日本の人口は、途中で戦争による落ち込みが
ありながらも、一貫して増加傾向にあり 1970 年に 100,000 千人を突破し、1985 年
には 120,000 千人を超え、2010 年までは前年からプラスで推移してきているが、
2011 年には初めて前年からマイナスとなっている。2011 年の減少は、比率では 0.2%、
人数では 259 千人の減少であり、総人口に占める割合は高くないが、減少傾向に
転じたという意味では非常に大きなインパクトがある。
図 2-4 日本の総人口推移
（引用先 「国立社会保障・人口問題研究所 人口統計資料集」 3）
図 2-4 では、過去から現在までの推移について、2011 年から減少傾向に転じてい
ることを示した。現在から未来の日本の人口がどのように推移していくかに関し
て、国立社会保障・人口問題研究所が、「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推
計）」（以下、推計人口という）を発表している。推計人口では、全国の将来の出
生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、将来の人口規模、年齢構
成などの人口構造の推移について推計している。推計人口では、将来の出生推移
と死亡推移について、それぞれ中位・高位・低位の 3 仮定を設けて、それらの組
み合わせにより 9 通りの推計を行っている。図 2-5 は、2034 年の推計人口から、9
通りの仮定の場合の日本の人口を示した図である。この推計によると、現在の 2014
年から 20 年後の 2034 年の日本の総人口は、出生推移、死亡推移の両方が中位の
場合には、113,054 千人、出生推移が高位、死亡推移が低位の場合は、117,302 千
人、出生推移が低位で、死亡推移が高位の場合には、109,018 千人となっている。
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図 2-5 2034 年の将来人口推計
（引用先 「国立社会保障・人口問題研究所 将来人口推計」より抜粋）
第2.3節 食品産業の需要
国内の段ボールの需要のなかで食料品用の占める割合は高い。飲料を含む加工食
品で約 40%、青果物で約 11%、その他食品で約 4%となっており、この 3 要素を合わ
せた食料品用で約 55%を占めている。国内の段ボールの需要に大きな割合を占める
セクターである食品産業が今後どのように推移していくのかを分析することは、
段ボールの需要の長期的展望を考えるうえで重要である。
農林水産省では、2012 年 3 月に「食品産業の将来ビジョン」4（以下、「将来ビジ
ョン」という）を策定している。将来ビジョンとは、2010 年 3 月に閣議決定され
た「食料・農業・農村基本計画」で、「食品産業全体の将来展望や課題について官
民で認識を共有したうえで、それぞれの役割分担を踏まえた対応方向を明らかに
する食品産業の将来方向を平成 22 年度に策定する」とされたことを受けて、食料・
農業・農村政策審議会食料産業部会（2011 年 9 月以前は食品産業部会）での審議
等を経て、農林水産省が策定、公表した食品産業に関する中期的な指針である。
将来ビジョンでは、食品産業に期待される役割、食品産業をめぐる状況変化、食
品産業の目指すべき方向、食品産業の持続的発展に向けた共通の目標と具体的取
組、フードチェーン当事者に期待される役割分担が示されている。本節では将来
ビジョンの中で段ボールを主体にした包装資材に関連する部分に焦点を絞り、段
ボール産業へのインパクトを考察する。
食品産業をめぐる状況変化として、食品産業においても、人口の減少と高齢化に
よる国内市場の縮小を見込んでいる。しかしながら高齢者になるに従ってエンゲ
ル係数は上昇する傾向にあり、一世帯あたりの人員減少に伴う世帯数の増加など
により、商品の少量化や小口化が進むなど消費構造も変化するとある。包装資材
への影響は、人口の減少と高齢化により市場は縮小するが、同時に商品の少量化
や小口化が進むことで減少の度合いは若干軽減されると考えられる。
食品産業の持続的発展に向けた共通の目標では、食品関連産業全体の市場規模の
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拡大と農林漁業の成長産業化にかかる二つの目標が設定されている。食品関連産
業の国内生産額の拡大では、政府全体の成長戦略における目標「毎年の実質経済
成長率 2%」を視野に入れつつ、健康・介護向け市場や朝食市場、訪日外国人市場
などを主なターゲットとして新たな付加価値を生み出し、潜在的需要の掘り起こ
しによる市場の深耕で、2009 年の 96 兆円から、2015 年には 108 兆円、2020 年に
は 120 兆円という数値目標を掲げている。農林漁業の成長産業化では、6 次産業化
の市場規模拡大により、2010 年の市場規模 1 兆円を 2020 年には 10 兆円に、農林
水産物・食品の輸出額拡大により 2011 年の輸出額 4500 億円を 2020 年には 1 兆円
に、農林水産業を基盤として、2020 年までに新たに 6 兆円規模の新事業を創出す
るとしている。
将来ビジョンにおける目標では、新事業の創出に関わる部分の AI システムの開
発など、包装資材の需要が望めない分野もあるが、多く分野では包装資材の需要
が見込まれる。
第2.4節 将来の国内段ボール需要の推定
表 2-2 は、2003 年から 2012 年までの 10 年間の段ボール生産数量の推移と、日本
の総人口の推移から、国民一人当たりの段ボール使用数量の推移を示している。
この期間の平均の国民一人当たりの段ボール使用数量は年間 105 ㎡となっている。
将来ビジョンの目標通りに食品産業が 2020 年まで年率 2％で成長していくと仮定
した場合には、食品産業の消費が約 5 割を占める段ボールの需要は年率 1％で成長
することになる。段ボール需要が年率 1％で成長した場合、国民一人当たりの段ボ
ール使用量 2003 年から 2012 年までの平均値 105 ㎡から 2020 年には 113 ㎡にまで
増加することになる。
第 2.2 節で説明した人口推計と、本節で論じた国民一人当たりの段ボール使用量
から将来の段ボール需要を下記の 3 通りのシナリオで推定する。表 2-3 は各シナ
リオの前提条件 1 と前提条件 2 および推定段ボール需要を示している。図 2-4 で
は、2000 年から 2013 年の国内段ボール生産量と 3 通りのシナリオで推定した 2034
年の国内段ボール需要の推移を図示している。
a) 最尤シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移、死亡推移ともに中位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は将来ビジョンの目標である 2％には達しないが、
2020 年まで年率 1％で成長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 0.5％
で成長し国民一人当たり段ボール使用量は 109 ㎡まで増加、その後は一定
で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 113,054 千人×109 ㎡=123 億 2 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 万千㎡から 11 億 4 千万㎡の減少
b) 楽観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移が高位、死亡推移が低位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は 2020 年まで将来ビジョンの目標である 2％で成
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長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 1％で増え、国民一人当たりの
段ボール使用量は 113 ㎡になり、その後は一定で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 117,302 千人×113 ㎡=132 億 6 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 2 億㎡の減少
c) 悲観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は、出生推移が低位、死亡推移が高位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業の成長はなく、国民一人当たりの段ボール使用量
は現状の 105 ㎡で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 109,018 千人×105 ㎡=114 億 5 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 万千㎡から 20 億 1 千万㎡の減少
表 2-2 2003 年から 2012 年までの 10 年間の人口一人当たりの段ボール使用量
年度
段ボール生
産数量
（億㎡）
日本の人口
（千人）
人口一人当
たりの段ボー
ル使用量
(㎡/人）
2003年 134 127,694 105
2004年 136 127,787 106
2005年 137 127,768 107
2006年 139 127,901 108
2007年 140 128,033 109
2008年 136 128,084 106
2009年 126 128,032 99
2010年 131 128,057 102
2011年 131 127,799 103
2012年 133 127,515 104
平均値 134 127,868 105
(引用先 「経済産業省生産動態統計調査」1 及び「総務省統計局統計データ」よ
りデータ引用)
表 2-3 段ボール需要推定における各シナリ オの条件
最尤シナリオ 楽観シナリオ 悲観シナリオ
前提条件1：推
計人口
・出生推移、死亡推移とも
に中位
・推計人口 113,054千人
・出生推移は高位、死亡推
移は低位
・推計人口 117,302千人
・出生推移は低位、死亡推
移は高位
・推計人口 109,018千人
前提条件2:国民
一人当たり段
ボール使用量
・食品産業の成長により
2020年まで年率0.5％で増加
・109㎡/人・年
・食品産業の成長により
2020年まで年率1％で増加
・113㎡/人・年
・食品産業の成長はなく現
状通り
・105㎡/人・年
推定段ボール需
要
123億2千万㎡ 132億6千万㎡ 114億5千万㎡
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図 2-4 将来の国内の段ボール需要の推定
第2.5節 第 2 章のまとめ
将来的には国内の段ボール需要は減少する。第 2 章では段ボールの需要に大きな
影響を及ぼす要因として将来の人口と食品産業の動向を取り上げ、将来の段ボー
ル需要の推定を行った。第 2.3 節では国立社会保障・人口問題研究所の推計人口
から 2034 年の日本の総人口がどの程度まで減少するかを示した。第 2.4 節では農
林水産省による「食品産業の将来ビジョン」4 から、2020 年までの食品産業の成長
目標と具体的な取組内容に関して説明し段ボール産業に対する影響を論じた。
20 年後の段ボール需要として最尤シナリオでは 123 億 2 千万㎡、楽観シナリオで
は 132 億 6 千万㎡、悲観シナリオでは 114 億 5 千万㎡になると推定した。最尤シ
ナリオでは、2013 年の段ボール生産数量実績 134 億 6 千万㎡から 11 億 4 千万㎡の
減少を予測しており、減少率は約 8％である。産業全体では約 8％の減少を予測す
るが、個々の企業レベルでは減少の幅は異なる。これまでは産業全体が安定して
いたために、あまり戦略的ではなくてもある程度の業績を確保することが可能で
あったが、今後は需要の減少が見込まれる厳しい環境のなかで、戦略的に事業を
進めることが重要になってくる。
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第3章 成長戦略
第 2 章では、国内の段ボール需要が長期的には減少していくことを述べた。本章
では減少していく局面において、産業、業界、製品の特性を考慮し、段ボール産
業に従事する企業が選択しうる成長戦略を洗い出して、各々の戦略について検討
を加える。
第3.1節 成長戦略の方向性
図 3-1 は、アンゾフの成長戦略マトリクスを参考に段ボール産業に従事する企業
の成長の方向性を図示するために、筆者が作成した。市場を既存市場と新規市場、
事業展開エリアを国内と海外に分け、更に事業ドメインを既存ドメインと新規ド
メインに分けて考えた場合に、成長の方向性としては、矢印で示した①業界内 M&A、
②海外展開、③関連事業展開、④用途開発の 4 つが考えられる。図 3-1 のグレー
の箇所は国内の既存の段ボール市場である。第 2 章で将来的に縮小することを説
明してきたのは、主としてこの部分である。国内の既存市場である段ボール市場
が縮小していく局面で、企業は国内既存市場で同業者を M&A による吸収合併を進
めて成長を目指していくのか、中国や東南アジアなど成長率が高く、今後の市場
の拡大が見込まれる新興国を中心に海外展開を図っていくのか、段ボール産業に
関連する包装資材業界に展開をしていくのか、現状自らの事業の基盤である段ボ
ールの新しい用途を開発して新市場を創出していくのか、若しくは包装資材業界
ではなく全く新しい業界に、段ボールと無関係な事業ドメインで新規事業を起こ
すのかということである。
以下の節では、それぞれの成長戦略の方向性に関して、現状の分析と課題を洗い
出し、実現の可能性について論じていく。
図 3-1 成長の方向性 （アンゾフの多角化戦略マトリクスを参考に筆者作成）
第3.2節 業界内 M&A
段ボール業界の川上産業である製紙業界では、比較的早い段階から業界内の統
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合・再編が進んできた。これは製紙産業が当初は国策で設立されたことを示して
いるが、多額な投資が必要な設備産業であること、紙は段ボール以上に差別化が
困難なコモディティな商品であることから、製紙メーカーにとって企業が成長し
ていくためには、規模の経済の追及が不可欠であることが背景にある。川上の製
紙業界の再編が進行し、段ボールメーカーも相対的に弱くなってしまった購買力
を高めるため、統合・再編が活発になってきている。段ボールメーカー同士の統
合だけではなく、製紙メーカーの傘下に入る系列化も進んでいる。これは、段ボ
ールメーカーの購買力の弱まりで材料の価格が高止まりしたことによって、経営
が悪化したことが要因の一つとしてある。製紙メーカーにとって段ボールメーカ
ーの系列化は、紙という自社の商品に段ボール加工という付加価値を付けて販売
できるという点と、自社の商品の安定供給先が確保できるというメリットがある。
一方で系列傘下に入る段ボールメーカーにとっては、経営の主導権を失い、原材
料の購買先がある程度の制限を受けてしまうというデメリットはあるが、事業を
継続するための経営基盤の安定化というメリットがある。
現在の日本の産業全体の課題でもあるといえるが、段ボール業界の一角を占める
ボックスメーカーにとっては、後継者問題がある。高度経済成長時代に事業を起
こして経営を行ってきたが、産業自体の衰退が見込まれることから、跡を継ぐ人
材を確保できずに系列化か廃業をする業者が近年増加している。
このように業界内 M&A による事業の統合や再編は、主に原材料市場での環境の変
化や、市場競争の激化、後継者の問題などにより、今後は更に活発化していくと
考えられる。段ボールメーカーの成長戦略を考えるうえで、現在自らが立脚する
事業基盤である国内既存市場での利益の確保は、他の成長戦略を実行するための
原資であり、第一に考えなければならない要素である。ここでの利益が確保でき
なければ、他の成長戦略を実行することができず、業界再編に飲み込まれてしま
う。まずは国内の事業基盤の強化を行うことが重要である。そして、自社に余力
があり競合他社を経営統合して事業の拡大を図れるような機会があれば積極的に
実行していくべきである。一見すると需要の衰退が見込まれる国内既存市場に対
しての投資は非効率的であり、成長の見込まれる市場に投資した方がよいように
考えてしまうが、実態は逆である。需要が減少してしまう前にできるだけ多くの
事業基盤を確保しておくことが、最終的には長期的な企業の成長につながる。国
内の利益を拡大することで、更に次の成長戦略を描くことができる。
第3.3節 海外展開
段ボールメーカーは、他の製造業と比較して、海外展開が遅れている。図 3-2 は、
国際協力銀行が 2013 年 11 月に発表した「わが国製造業企業の海外事業展開に関
する調査報告 5（2013 年度海外直接投資アンケート調査結果（第 25 回）」(以下、
海外事業展開調査報告という)のアンケート結果から、製造業全体と紙・パルプ・
木材産業に属する企業の海外生産比率の推移を示した図であり、2007 年から 2012
年までは実績値、2013 年は実績見込、2016 年は中期的計画での比率となっている。
紙・パルプ・木材産業に属する企業の海外生産比率は、対象の全期間において、
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製造業全体より低くなっており、直近の実績値である 2012 年では、製造業全体が
32.9%であるのに対し、紙・パルプ・木材産業に属する企業では 25.8%と 7.1 ポイ
ント低い比率となっている。
図 3-2 海外生産比率の推移
（「国際協力銀行 わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」5 より筆
者加筆修正）
段ボールメーカーの海外展開が他の製造業と比較して遅れている要因として、製
品特性自体による要因と製品特性からくる海外展開のプロセスの要因が考えられ
る。製品特性自体による要因は段ボールの輸送効率が低く輸出の採算が合わない
ことである。一般的な輸出型の製造業では安価な労働力を活用するために、海外
に生産拠点を設けて、海外生産拠点から日本や第三国へ製品を輸出している。段
ボール産業では、第 2.1 節で示したように輸送効率が低さから商圏範囲が展開拠
点の近隣地域に限定されるために、生産コスト面以外にその地域で商圏の確保が
可能か検討しなくてはならない。海外展開のプロセスでは、自動車メーカーや電
機メーカーは日本から海外への輸出で、販路を構築したあとで海外生産拠点の構
築が可能である。段ボールメーカーでは、輸出による販路の開拓ができないため
に、基本的には海外に拠点を設立してから販路を構築していくことになる。
1990 年代までは以前に比べ緩やかにはなったものの、国内の段ボール需要は安定
的に成長をしていたという背景があり、段ボールメーカーは顧客の海外進出に追
随していく受動的な海外展開が主流であった。既に取引のある顧客に追随するこ
とで、ある程度の販売は確実に見込めるということと、顧客の海外生産を資材面
で支援するというような他者に押される形での海外展開であった。
2000 年代に入ってからは、国内の段ボール需要が横這いで推移したことを背景に、
自ら積極的に成長機会を求めて海外展開を志向する傾向が年々高まってきている。
海外事業展開調査報告においても、2016 年度の中期計画では、図 3-2 で示してい
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る通り、2013 年実績見込の 27.5%から、30.8%まで増大させるというアンケート結
果になっている。
積極的に海外事業の展開に取り組み始めた段ボールメーカーであるが、他の産業
に比べ、経営のグローバル化が遅れていることが課題である。特にグローバルで
活躍できる人材が育っていないことが経営のグローバル化が遅れている要因であ
る。長期にわたり内需型産業として国内市場を事業の基盤としてきたために、グ
ローバルで活躍できる人材の育成が海外事業の展開に追いついていない。国内需
要の衰退が予見される環境の中で、今後も海外の市場に成長の機会を求めて海外
展開は加速していくと考えられるが、グローバル人材の育成を早急に進めなけれ
ば、海外で成長していくことは難しい。
第3.4節 関連事業展開
段ボールを含む包装産業の国内市場は約 6 兆円といわれている。この内訳として
は、紙製品が約 2 兆 3 千億円、ペットボトルや、食品トレー、フィルムなどのプ
ラスチック製品が約 1 兆 7 千億円、飲料缶などの金属製品が約 9 千億円、その他
にガラス製品・木製品があり、包装・容器とは別に包装機械が約 4 千億円となっ
ている。紙製品の 2 兆 3 千億円のなかでは段ボールが約 6 割を占めており、残り
は俗にキャラメル箱などといわれる印刷紙器や、紙製の袋などがある。段ボール
産業の市場規模は包装産業全体の市場規模の概ね 2 割から 3 割程度を占めており、
他の包装産業分野の企業と比べて比較的事業規模が大きい。一定以上の事業規模
の段ボールメーカーは、関連企業や子会社に段ボール以外の包装資材を取り扱っ
ているケースが多くみられる。
段ボールメーカーにとっての包装資材関連事業の展開のメリットとして、段ボー
ルとのシナジー効果が挙げられる。一般的な商品の包装形態として、まず商品が
あり、商品を載せるトレイ、それを包むフィルム袋、袋を入れる個装箱、最終的
に個装箱を入れて出荷するための段ボールケースというように、いわば商品を中
心にしてその周りを様々な種類の包装資材が階層的に取り囲む構造になっている。
この一般的な包装形態を表した模式図が図 3-3 である。自社で複数の包装資材を
取り扱っていれば、ひとつの商品から複数の包材に展開することが比較的容易で
あり、顧客にとっても 1 社で手配できるという面でメリットがある。これらの包
装関連事業は、段ボールと同様に長期的には市場の衰退が予想されるが、シナジ
ー効果があり、段ボール事業の基盤強化に有効であるといえる。
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図 3-3 一般的な商品の包装形態
第3.5節 用途開発
段ボールは、主に輸送用の包装資材として使用される。経済産業省の生産動態統
計調査での 2012 年の段ボールの需要部門別消費動向では、包装用以外での比率は
85,396 千㎡で、消費全体に占める割合は 0.9％となっている。残りの 99％は食品
産業をはじめ、各産業で輸送包装として消費されている。包装用以外の用途とし
ては、段ボールの襖、遊具、家具、防災関連の簡易トイレ・ベッドなどの什器な
どがある。
段ボールが輸送包装以外に用いられる理由は、加工の容易さ、不要になったらす
ぐに処分できる廃棄の容易さ、ナチュラルな素材感、軽量な割に一定の強度を持
つことがあげられる。具体的な開発事例としては、良品計画と UR 都市開発機構が
「ダンボールふすま」を開発している。特徴としては段ボールの表面をそのまま
襖にしており、軽量であること、良品計画の企業イメージと合致するナチュラル
な素材感、絵を描いたり、写真を飾ったりすることができることを特徴としてい
る。従来段ボールを襖の芯材として使用することはあったが、段ボールそのもの
を襖にしている点で今までの用途とは一線を画している。東日本大震災後には、
防災用品が注目を集める中で段ボール製の簡易トイレやベッドが開発されており、
これは不要になったらすぐに処分できるという段ボールの廃棄の容易さを特徴と
している。段ボールには、他の素材と比べて優位な点もあり、包装資材以外の用
途開発の余地は大きい。また、一般の包装資材とは異なり競競争が激しくないた
めに、通常の段ボールケースの加工より高い付加価値が期待できる。
開発の余地が大きい輸送包装以外の用途開発であるが、商品開発、販売チャネル、
市場規模という課題がある。商品開発では、「ダンボールふすま」の事例のように、
段ボールメーカーだけでは、包装資材という固定観念からの脱却が困難であり、
他分野の企業や大学などの研究機関との連携を進めることが重要である。販売チ
ャネルに関しては、段ボールメーカーでは開発した商品を、一般流通に卸す販路
が少なく、商品開発と同時に販売チャネルの開拓を進める必要がある。最大の課
題は、市場規模が小さいということである。商品自体は高い利益率を期待できる
が、主流の包装資材向け市場に比べると、どうしても市場規模で劣るために、中
堅規模以上のメーカーではこの分野に取り組むには、魅力に乏しい。しかしなが
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ら小規模なボックスメーカーでは、事業規模が小さいために市場の規模が大きく
なくても、アイデア次第で新しい市場を創出できる用途開発は十分に魅力がある。
第3.6節 第 3 章のまとめ
第 3 章では、国内市場の成長が見込めない事業環境下において、企業が選択しう
る成長戦略として、業界内 M&A、海外展開、包装材関連事業展開、用途開発の 4 つ
の方向性を提示し、各々の可能性と課題を論じた。
業界内 M&A は、需要の減少によって競争環境がさらに厳しくなることで、大規模
な製紙一貫メーカーを軸に下位企業を吸収していく業界再編が加速していくと考
えられる。国内事業は他の戦略を選択するうえでの基礎になる部分であり、M&A に
よる国内事業基盤の強化は非常に重要である。海外展開は、従来の需要家の海外
進出に追随する受動的な姿勢の進出から自ら成長するための市場を求めて能動的
に海外事業を展開するメーカーが増えてきているが、他の産業に比べて経営のグ
ローバル化が遅れている。包装材関連事業への多角化は、段ボールと同様に市場
の縮小が見込まれるが、段ボールとのシナジー効果が期待でき、段ボール事業の
基盤を強化することができる。用途開発は、他の業界の企業との協働が有効であ
る。廃棄の容易さや素材感といった段ボールの特性を活かせる用途であれば用途
開発の余地は大きい。新しい用途では、一般の包装資材より高い利益率が期待で
きるが、市場規模が小さいことから、一定規模以上のメーカーにとっての魅力は
少ない。
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第4章 段ボール産業の成長戦略の提言
第 4 章では、段ボール産業に従事する事業者を 3 つに分類し、各々の事業形態に
ついての特徴と規模を説明したのちに、第 3 章で示した 4 つの成長の方向性のう
ち、どれを選択するべきかについて論じていく。
第4.1節 事業の形態と規模
段ボール産業に従事する事業者は、事業形態から製紙一貫メーカー、独立系専業
メーカー、ボックスメーカーの 3 つに分類することができる。表 4-1 に 3 つの分
類の事業形態と事業規模を示す。製紙一貫メーカーは、段ボールの原料である紙
から最終製品である段ボールケースの生産まで行う事業者である。製紙一貫メー
カーはいわば製紙事業から段ボール事業まで行う垂直統合型の事業形態であり、
大規模な事業者が多い。国内において代表的な製紙一貫メーカーとして、レンゴ
ーグループと王子グループがあり、2 社及び傘下にある段ボールメーカーで、国内
段ボール生産数量の約 5 割のシェアを占めている。製紙一貫メーカーの規模が圧
倒的ではあるが、製紙一貫メーカーに次ぐ規模の事業者に、独立系専業メーカー
がある。「独立系」とは製紙系列に属していないことを意味し、「専業」とは段ボ
ール事業を主体としているという意味である。独立系専業メーカーは、製紙メー
カーから、原材料の紙を購入し、最終製品の段ボールケースの製造まで行う事業
形態で、国内段ボール市場でのシェアは 5%前後の事業者が多い。独立系専業メー
カーより更に小規模な事業者にボックスメーカーがある。ボックスメーカーは、
中間材料である段ボールのシートを、製紙一貫メーカーか独立系専業メーカーか
ら購入し、最終製品である段ボールケースの生産まで行う事業形態であり、ファ
ミリービジネスの企業が多い。
表 4-1 段ボール産業における事業形態
種類 事業形態 事業規模
製紙一貫メーカー
原料である紙から最終製品の段ボール
ケースまで生産
大規模
独立系専業メーカー
原料の紙は外部から調達し、段ボール
シートから段ボールケースまで生産
中規模
ボックスメーカー
段ボールシートを外部から調達し、段
ボールケースまで生産
小規模
第4.2節 製紙一貫メーカーの戦略
製紙一貫メーカーの強みは、事業規模が大きいことと製紙事業から段ボール事業
まで自社内に備える垂直統合型の事業体であることである。事業規模が大きいこ
とで、製品自体での差別化が困難な段ボールにおける重要な差別化要素である価
格競争力で競争相手より優位に立つことができる。業界内 M&A の面においても、
比較的安定した経営基盤をもっていることで、中小規模の下位メーカーを傘下に
いれやすいという点で、大規模事業者の強みを活かすことが出来る。製紙一貫メ
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ーカーは、従来から業界再編のなかでグループを形成してきているが、今後も、
業界内 M&A の軸となっていくと考えられる。垂直統合型事業の強みは、飲料メー
カーなどの大手需要家との原材料の支給というスキームの構築に活かされている。
段ボールの原材料である紙の価格を大手需要家と事前に取り決め、段ボールケー
スを生産するメーカーに支給をすることで、製紙事業では一定の生産量を確保す
ることができるメリットがあり、大手需要家にとってはスケールメリットによる
資材のコスト低減というメリットを享受することができる。製紙一貫メーカーは、
製紙事業と段ボール事業のなかで収益性を確保すればよいという点で、独立系専
業メーカーやボックスメーカーと比較し選択できる戦略の幅が大きいという強み
がある。
製紙一貫メーカーの課題は、経営のグローバル化である。将来的には衰退が見込
まれる国内市場においては、すでに大きなシェアを確保しており、企業としての
成長の機会は海外に求めていくしかない。日本では圧倒的なシェアを占める製紙
一貫メーカーであるが、海外市場ではまだそれほど大きい存在感を示すことがで
きていない。長期的にはグローバル企業を目指して、経営のグローバル化や人材
育成を進めていく必要がある。
第4.3節 独立系専業メーカーの戦略
独立系専業メーカーは、三分類の事業形態のうちで、事業規模は製紙一貫メーカ
ーに次ぐ２番目の規模ではあるが、製紙一貫メーカーが製紙業界の大型再編の影
響により大規模化したために、事業規模の面において、製紙一貫メーカーに大き
く水をあけられている。段ボールは基本的にどこのメーカーでも同じ製品をつく
ることが可能であり、製品自体での差別化が困難である。製品自体での差別化が
難しい事業環境のなかで、競合との優位性を構築する方法には、大きく分けて、
コスト追求による価格競争力の強化による差別化と、サービス追求による差別化
の二つがある。サービス追求による差別化とは、具体的には顧客対応力である。
段ボールは、顧客の製品ごとに、寸法や材質、表面の印刷内容などの仕様が異な
っており、カスタマイズが必要な製品である。顧客の製品開発のプロセスにおい
て、包装材は最終段階になることが一般的であり、量産までの日程は比較的短く
なることが多い。量産までの短い日程のなかで、顧客の要望にあわせ、素早くカ
スタマイズすることは、サービス強化の一例である。ほかにも、段ボールは容積
がかさばる製品であり、顧客の使用したいときに使用する分だけ納品する JIT 対
応も、顧客の資材倉庫の有効活用という面において、サービス強化の一例といえ
る。
製紙一貫メーカーは、規模を活かした価格競争力の強化を、ボックスメーカーは、
特定の顧客に特化したサービス強化をそれぞれの差別化要素としているが、中間
に位置する独立系専業メーカーは、特定の顧客に特化するには事業規模が大きす
ぎ、価格競争力の面では製紙一貫メーカーには劣っているため、どちらかを選択
することができず、両方とも追求していかなければならないという難しい舵取り
を迫られている。現時点で、すでに厳しい事業環境にある独立系専業メーカーで
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あるが、今後、国内市場が縮小していく過程では、さらに厳しさが増していくで
あろうと考えられる。
このような厳しい環境のなかで、独立系専業メーカーが成長するためには、業界
内 M&A や関連事業展開により国内の事業基盤を維持しつつ、経済成長による事業
規模の拡大が見込める海外展開をより積極的に進めるべきである。独立系専業メ
ーカーの課題は、製紙一貫メーカーよりも経営資源の面で乏しいことである。国
内では、製紙一貫メーカーが軸となり再編が加速する環境下で業界内 M&A と関連
事業展開により事業基盤を維持し、海外展開も推進するには、限られた経営資源
を有効に活用しなくてはならない。そのためには、中長期的な視点からより緻密
な戦略を構築して事業を推進することが求められる。
第4.4節 ボックスメーカーの戦略
ボックスメーカーは、事業規模の面では、独立系専業メーカーよりさらに小規模
であり、事業形態の 3 分類のなかでは最も小規模である。ボックスメーカーは、
段ボールケースの半製品である段ボールシートを、製紙一貫メーカーもしくは独
立系専業メーカーから購入し最終製品である段ボールケースに加工して、顧客に
提供しており、価格競争力の面では、上位メーカーである製紙一貫メーカーや独
立系専業メーカーには劣るが、地場の特定の顧客を対象にしたサービス特化によ
る差別化で事業基盤を確保している。しかしながら、特定の顧客に依存している
事業基盤はリスクが大きく、国内市場が縮小していくなかで、製紙一貫メーカー
や独立系専業メーカーの攻勢により脅かされる懸念がある。特定の顧客に依存し
た事業基盤から、どのように脱却していくかが課題である。ボックスメーカーは、
比較的大きな経営資源の投入が必要な業界内 M&A や関連事業展開、海外展開を選
択することは難しく、用途開発によって、一般の段ボールでの競争を回避するこ
とが望ましい。ボックスメーカーでは、個人経営の形態が多く、思い切った戦略
をとることが可能であることも用途開発に取り組むうえでは、有利に働くといえ
る。ただし、ボックスメーカーは小規模で、経営資源に恵まれていないため、用
途開発を進めるにあたっては、ほかの企業との連携をすることが重要である。も
う一つの課題には、後継者の問題がある。ボックスメーカーはファミリービジネ
スの企業が多い。困難な局面を乗り越えるためには、スムーズに事業を継承して
いかなければならず、後継者の育成に取り組んでいく必要がある。
第4.5節 第 4 章のまとめ
第 4 章では、筆者が考える段ボール産業の成長戦略を提言した。段ボール産業に
従事する事業者の 3 つの事業形態の特徴を示し、第 3 章で提示した 4 つの成長の
方向性から、どのような戦略を選択するべきかについて論じてきた。第 3 章で提
示した戦略の方向性は、どれかを選択すればどれかが選択できないという排反的
な関係ではないが、事業の規模や形態によって、優先するべき戦略は異なる。製
紙一貫メーカーは、国内の強固な経営基盤を活かし、海外展開を第一優先に取り
組むべきである。そのための課題としてはグローバル人材の育成が重要である。
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独立系専業メーカーは、製紙一貫メーカーと比較して限られた経営資源で、業界
内 M&A と関連事業展開による国内事業基盤の維持と海外展開を進めなければなら
ず、より緻密な戦略が求められる。ボックスメーカーは、特定の顧客への依存と
いうリスクを抱えており、用途開発によって、従来の一般の段ボールからの競争
を回避することが望ましく、そのためには、他の業界の企業との連携が重要であ
る。
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第5章 結論
本プロジェクト研究論文の目的は、段ボール産業に従事する企業の成長戦略を
提言することであった。第 2 章では成長戦略を提言するうえでの重要な要素とし
て国内段ボールの長期的な需要がどうなるかを検討した。第 3 章では需要の減少
が見込まれるなかで、段ボール産業に従事する企業が選択しうる成長戦略の方向
性を提示し、各々の方向性に対して検討を加えた。第 4 章では段ボール産業に従
事する企業を 3 つに分類し、各々の企業が選択するべき戦略と課題について論じ
た。本章ではこれまでの議論を踏まえて、筆者の結論を提示する。
第5.1節 国内段ボール産業の長期需要動向
第 2 章の目的は段ボール産業の戦略を検討するうえでの重要な要素である国内
段ボールの需要がどうなるかを明らかにすることであった。国内の段ボール生産
数量は 1990 年代から安定期に入り、現在は年間 135 億㎡前後で安定的に推移して
いる。しかしながら人口減少とそれにともなう消費の減少によって、長期的には
国内の段ボール需要は衰退していくというのが大方の見方である。第 2 章では段
ボールの生産数量と GDP の関連性を示し、人口と食品産業の面から、長期的に段
ボールの需要が具体的にはどの程度にまで減少するのか推定を行った。
1994 年から 2013 年までの実質 GDP と段ボール生産数量の相関係数は 0.53 とか
なり高い相関があることを示している。第 2.1 節では、段ボール生産数量が GDP
と関連が高い理由として、輸送効率の低さから消費がほぼ国内に限定されている
ことと、需要部門が食料品を中心に多岐の産業に亘っており特定の産業の好不況
の波を受けにくいことを説明した。段ボールは製品の構造上から容積が嵩張り長
距離輸送には不向きで、一般的な商圏範囲として 100km 圏内といわれ、採算上輸
出には不向きである。国内で生産された段ボールは、ほぼ国内で使用されること
になるために、国内の消費動向を反映しやすく GDP との関連性が高い。需要部門
の面では、生活必需品の食品産業向けが約 5 割で底堅い需要があり、残りの 5 割
については、電気・機械産業から薬品・洗剤・化粧品、陶磁器・ガラス・雑貨、
通販・宅配・引越など、身の回りの幅広い製品で使用されているために、特定の
産業の変動を受けにくい構造になっている。
第 2.2 節では国内人口について、国立社会保障・人口問題研究所の人口統計資
料集 3 から、過去から現在までの国内人口の推移と、将来、人口がどの程度まで減
少するのかを示した。日本の人口は 2010 年の 128,057 千人がピークで、2011 年か
らすでに減少局面に入っている。今後の人口推移に関して、同じく国立社会保障・
人口問題研究所が発表している「日本の将来推計人口」では、出生推移と死亡推
移について、各々中位、高位、低位の仮定を設けて、9 通りの推計をしている。現
在の 2014 年から 20 年後の 2034 年には、日本の総人口は、出生推移と死亡推移の
両方とも中位の場合には 113,054 千人、出生推移が高位で死亡推移が低位の場合
には 117,302 千人、出生推移が低位で死亡推移が高位の場合には 109,018 千人と
いう推計結果となっている。
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第 2.3 節では、段ボールの需要部門のうちで約 5 割を占めている食品産業の需
要について考察した。2012 年 3 月に農林水産省では、食品産業の将来方向として、
「食品産業の将来ビジョン」 4 を策定している。将来ビジョンでは、人口減少や高
齢化社会による状況変化を課題としつつも、食品関連産業全体の市場規模の拡大
と農林漁業の成長産業化により 2020 年まで年率 2％の成長を目標としている。具
体的には食品関連産業の国内生産額を 2009 年の 96 兆円から、2020 年には 120 兆
円にまで拡大させるという内容である。食品産業が成長すれば、食品産業向けの
割合が高い段ボール産業にとっても需要の拡大が期待できる。
第 2.4 節では将来人口と食品産業の動向から、20 年後の段ボール需要を最尤シ
ナリオ、楽観シナリオ、悲観シナリオの 3 通りのシナリオで推定した。
a) 最尤シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移、死亡推移ともに中位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は将来ビジョンの目標である 2％には達しないが、
2020 年まで年率 1％で成長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 0.5％で
成長し国民一人当たり段ボール使用量は 109 ㎡まで増加、その後は一定で
推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 113,054 千人×109 ㎡=123 億 2 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 11 億 4 千万㎡の減少
b) 楽観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移が高位、死亡推移が低位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は 2020 年まで将来ビジョンの目標である 2％で成
長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 1％で増え、国民一人当たりの段
ボール使用量は 113 ㎡になり、その後は一定で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 117,302 千人×113 ㎡=132 億 6 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 2 億の減少
c) 悲観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は、出生推移が低位、死亡推移が高位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業の成長はなく、国民一人当たりの段ボール使用量
は現状の 105 ㎡で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 109,018 千人×105 ㎡=114 億 5 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 20 億 1 千万㎡の減少
最尤シナリオでは、段ボール需要は 2013 年の 134 億 6 千万㎡から 123 億 2 千万
㎡にまで減少する。これまでは比較的安定した産業であったために、産業に従事
する企業において戦略の重要性はあまり高くなかったが、今後は需要が減少して
いく局面においては、戦略の重要性が高まってくると考えられる。
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第5.2節 企業の成長戦略
第 3 章の目的は長期的に需要の減少が見込まれる局面において、段ボール産業
に従事する企業が選択することのできる成長戦略を洗い出して分析を行うことで
あった。第 3.1 節では、アンゾフの成長戦略マトリクスを参考に、業界内 M&A、海
外展開、関連事業展開、用途開発の成長の方向性を示した。第 3.2 節以降の各節
では各々の成長の方向性に関し、現状及び課題と実現の可能性について論じた。
業界内 M&A については、国内需要の減少という外部環境からの圧力により、従
来以上に大手製紙一貫メーカーを軸に業界再編が活性化していく。国内の事業基
盤の強化は他の戦略を実行するための基礎となる部分であり、4 つの成長の方向性
のうちでもっとも重要な戦略である。需要が縮小する局面において生産拠点の新
設は長期的には産業全体の競争激化につながる可能性が高く、業界内での M&A に
よる国内事業基盤の強化が望ましい。
海外展開は特に新興市場においては、市場の拡大による成長が期待できる有望
な分野である。段ボール産業は内需型産業であり輸出には不向きであるというこ
とが起因し、他の産業と比べて海外展開が遅れている。従来は他の製造業の海外
進出に追随する形での展開が多くみられたが、最近では自ら成長機会を求めて海
外展開を行うケースが増えてきている。海外展開の課題は経営のグローバル化が
遅れていることである。グローバルで活躍できる人材の育成を早急に進めなけれ
ば、海外展開による成長は難しい。
関連事業展開によるメリットはシナジー効果である。一つの商品に対して、商
品をのせるトレイや袋、店頭陳列用の個装箱、輸送用の段ボールと複数の包装資
材が使用されることが一般的である。関連事業を展開することで、一つの商品か
ら段ボール以外の事業での売上が期待できる。関連事業展開は段ボールと同様に
需要の面からは縮小することが見込まれるが、シナジー効果の面から国内の段ボ
ール事業の基盤強化には有効である。
用途開発は市場規模は望めないが、一般的な包装資材の厳しい競争環境を回避
し、高い付加価値を得ることが出来る可能性があるという点で魅力がある。段ボ
ールという素材には加工のしやすさ、廃棄の容易さ、ナチュラルなイメージなど
まだ用途開発の余地は残されている。用途開発に際して段ボールメーカー単独で
は既成概念に囚われてしまい難しい面があるため、他の分野の企業との連携が有
効である。
第5.3節 事業形態別の成長戦略の提言
第 4 章では、段ボール産業に従事する企業を、事業形態から製紙一貫メーカー、
独立系専業メーカー、ボックスメーカーに分類し、段ボール産業の成長戦略の提
言を述べた。第 4.1 節では、各々の事業形態の内容と規模について説明した。製
紙一貫メーカーは段ボールの原材料である製紙事業から段ボール事業まで自社で
抱えている大規模な垂直統合型の事業形態である。中規模なメーカーとして独立
系専業メーカーがある。独立系専業メーカーは原料の紙は製紙メーカーから仕入
れて、最終製品の段ボールケースの製造まで行う事業形態である。ボックスメー
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カーは製紙一貫メーカーや独立系専業メーカーから、中間製品である段ボールシ
ートを仕入れて段ボールケースを製造する事業形態であり、小規模な事業形態で
事業者数としては最も多い。第 4.2 節から第 4.4 節では、事業形態別にどの成長
戦略を選択するべきかを提示した。
a) 製紙一貫メーカー
① 大規模で安定した経営基盤をもっていることが強みであり、国内での業界
内 M&A では軸になる。
② 国内の需要が縮小していくなかでは、海外展開に成長機会を求めるべきで
ある。
b) 独立系専業メーカー
① コスト面では規模の経済を活かせる製紙一貫メーカーに劣り、特定の顧客
へのサービス面ではボックスメーカーのような密着型のサービスを実現す
ることが難しいため、需要が縮小していく局面では厳しい事業環境になる
ことが予想される。
② 業界内 M&A や関連事業展開による国内の事業基盤強化を優先的に行い、余
力のなかで海外展開を模索する。そのためにはより緻密な戦略を策定する
ことが重要である。
c) ボックスメーカー
① 特定顧客との関係性が強みであるが、特定の顧客に偏った経営のためにリ
スクが高く、需要が縮小していくなかで上位メーカーからの攻勢が強まる
可能性が高い。
② 成功すれば既存の包装資材市場での競争を回避することが可能になる用途
開発を進めるべきである。経営規模が小さく素早い意思決定ができること
も適している。用途開発に際しては、他の分野の企業との連携をすること
が有効である。
本プロジェクト研究論文では段ボールの長期的な展望を予測し、産業に従事す
る企業の成長戦略を提言した。20 年後の段ボール需要の展望は期間が長く不確実
性は高いが、具体的にどの程度減少するかという問いに対してはある程度の目安
になると認識している。程度の差はあるが、長期的には段ボールの需要は確実に
減少していく。段ボール産業はその需要構造が食料品主体かつ多岐の産業に亘っ
ていることから、比較的底堅く特定の産業の好不況の影響を受けにくい安定した
産業である。しかし安定的であるがゆえに、業界全体において他の産業に比べて
環境の変化への対応が鈍いように感じている。これまでは市場の成長に支えられ
てきた面がつよい段ボール産業であるが、これからは国内需要の減少という大き
な環境の変化を迎えることになる。この大きな変化を乗り越えて成長して行くた
めには環境の変化に敏感になり、より戦略的に事業を展開していくことが重要で
ある。
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